
ます。

ます。場合におっては送付します。

第１条（契約の目的）

第２条（契約期間）

第３条（通所介護計画）

第４条（通所介護の提供場所・内容）

4 事業者は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に対し翌々月の請求書に同封

た月ごとの合計額を支払います。

方法で支払います。

1

提供にあたり、その内容について利用者に説明します。

3 利用者は、サービス内容の変更を希望する場合には、事業者に申し入れることができます。

その場合、事業者は、可能な限り利用者の希望に添うようにします。

第５条（サービス提供の記録）

利用者は、当該利用者に関する２項の処遇記録の複写物の交付を受けることができます。

1 事業者は、毎回のサービスの終了時、利用者からサービス提供の確認を受けます。

2 事業者は、通所介護の提供に関する処遇記録を作成し、契約終了後２年間は保存します。

〔契約書別紙〕のとおりです。

通所介護の提供場所はデイサービス スマイル大学です。所在地及び設備の概要は、1

4

事業者は、第３条に定めた通所介護計画に沿って通所介護を提供します。事業者は通所介護の2

事業者は、利用者に対し、介護保険法令の趣旨にしたがって、利用者が可能な限りその居宅に1

て「通所介護計画」を作成します。事業者はこの「通所介護計画」の内容を利用者及びその

おいて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう通所介護を提供し、

1 この契約の契約期間は、令和　　年　　月　　日から利用者の要介護認定の有効期間満了日ま

でとします。

利用者は、事業者に対し、そのサービスに対する料金を支払います。

2 契約満了の２日前までに、利用者から事業者に対して、文書により契約終了の申し出がない場

合、契約は自動更新されるものとします。

1 事業者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、「居宅サービス計画」に沿っ

家族に説明し、｢通所介護計画書｣を交付します。

3 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、利用者に関する２項の処遇記録を閲覧でき

第６条（料金）

利用者は、サービスの対価として〔契約書別紙〕に定める利用単位毎の料金をもとに計算され

2 事業者は、当月の料金の合計額の請求書に明細を付して、翌月中旬に発行し利用者にお渡しし

3 利用者は、当月の料金の合計額を翌月27日（金融機関休業日の場合は翌営業日）に口座振替の

　　　　　　　　　　様（以下、「利用者」といいます）とデイサービス　スマイル大学（以下、

「事業者」といいます）は、事業者が利用者に対して行う通所介護について、次のとおり契約します。

デイサービス スマイル大学　通所介護　契約書
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前日の11：30まで）に通知をすることにより、料金を負担することなくサービス利用を中止す

ることができます。

2 利用者がサービス提供日の前日11：30まで（前日が定休日の場合は定休日前日の11：30まで）

に通知することなくサービスの中止を申し出た場合は、事業者は、利用者に対して〔契約書別

2

第７条（サービスの中止）

し領収証を発行します。

1 利用者は、事業者に対して、サービス提供日の前日11：30まで（前日が定休日の場合は定休日

この場合の料金は第６条の他の料金の支払いと合わせて請求します。

紙〕に定める計算方法により料金の全部または一部を請求することができます。

単価の変更（増額または減額）を申し入れることができます。

利用者が料金の変更を承諾する場合、新たな料金に基づく〔契約書別紙〕を作成し、お互いに

取り交わします。

利用者は、料金の変更を承諾しない場合、事業者に対し、文書で通知することにより、この契

3

スを中止することができます。この場合の取扱いについては〔契約書別紙(４健康上の理由に

よる中止)〕に記載したとおりとします。

第８条（料金の変更）

1 事業者は、利用者に対して、１カ月前までに文書で通知することにより利用料及び食費等の

事業者は、利用者の体調不良等の理由により、通所介護の実施が困難と判断した場合、サービ

③

3

第９条（契約の終了）

1 利用者は事業者に対して、１週間の予告期間をおいて文書で通知をすることにより、この契約

を解約することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得ない事情がある場

合は、予告期間が１週間以内の通知でもこの契約を解約することができます。

約を解約することができます。

3

事業者はやむを得ない事情がある場合、利用者に対して、１カ月間の予告期間をおいて理由を

示した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。

次の事由に該当した場合は、利用者は文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約する

①

②

③

④

2

利用者または、その家族が事業者やサービス従業者または他の利用者に対して、この契約を継続

し難いほどの背信行為（事業者や介護職員等、他の利用者に対する故意による暴言・暴力

4

利用者のサービス利用料金の支払が２カ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもか

かわらず７日以内に支払われない場合

利用者が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返した場合、または利用者の入院

もしくは病気等により、２カ月以上にわたってサービスが利用できない状態であることが明ら

次の事由に該当した場合は、事業者は文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約する

ことができます。

ことができます。

事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合

①

②

事業者が守秘義務に反した場合

事業者が利用者やその家族などに対して、社会通念を逸脱する行為を行った場合

事業者が破産した場合

かになった場合
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事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利用者

の個人情報を用いません。

3 事業者は、利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、

①

②

③

利用者が介護保険施設に入所した場合

利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定された場合

利用者が死亡もしくは被保険者資格を喪失した場合

第１０条（秘密保持）

1 事業者及びその従業者は、サービス提供をする上で知り得た利用者およびその家族に関する

等含む）を行った場合

次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。5

当該家族の個人情報を用いません。

第１１条（賠償責任）

1 事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・

身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償します。

秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。

2

1 事業者は、サービスの提供を行っている時に利用者の病状の急変、事故等により緊急を要する

事態に遭遇した場合は、家族または緊急連絡先へ連絡するとともに速やかに主治の医師または

歯科医師に連絡を取る等必要な措置を講じます。

2 事業者は、サービスの提供を行っている時に災害が起こった場合は、安全に避難等できるよう

必要な措置を講じます。また、災害時等に通常のサービスが行えない場合がございます。

第１３条（連携）

1 事業者は、通所介護の提供にあたり、介護支援専門員及び保健医療サービスまたは福祉サー

3 事業者は、この契約の内容が変更された場合またはこの契約が終了した場合は、その内容を

1 利用者は、提供されたサービスに関して苦情があるときは、事業所(苦情窓口)、市町村または

国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。

3

速やかに介護支援専門員にお知らせいたします。なお、第９条に基づいて解約通知をする際

2

4 事業者は苦情の申し立てがあった場合は、次の手順によりその解決を図ります。

① 利用者や従業者からの事情聴取等により、事実関係を把握します。

事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、提供したサービスについて

利用者から苦情の申し立てがあった場合は、迅速かつ誠実に対応します。また、事業者は、

利用者が苦情を申し立てたことを理由としていかなる不利益な扱いもいたしません。

第１２条（緊急時・災害時の対応）

第１４条（相談・苦情対応）

行為等、並びにセクシュアルハラスメント発言や行為、迷惑行為（カスタマーハラスメント）

ビスを提供する者との密接な連携に努めます。

2 事業者は、この契約を速やかに介護支援専門員に通知します。

は事前に介護支援専門員に連絡します。

事業者の苦情相談窓口は重要事項説明書のとおりです。

※ ※避難拠点・・・高松小学校、練馬中学校
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ついて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的

な内容について記録し、2年間保存します。

④ 記録の項目は、身体拘束等の態様、時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由

を記入します。

任者が行います。（責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

従業者に対して権利擁護・虐待の発生またはその再発等を防止に関する基礎的内容等の適切な知

識を啓発・普及するための研修を定期的(１年に1回以上)に実施します。新規採用時には別途

事業者は、虐待が疑われる場合には、速やかに、これを市町村に通報を虐待防止に関する責

利用者及び事業者は、信義誠実をもってこの契約を履行するものとします。

（責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

④ 成年後見制度の利用を支援します。

⑤ 相談苦情解決体制(権利擁護・虐待発生またはその再発等を防止)を整備します。

⑥

以上)に実施します。

⑧

なお、必要に応じて概要を記した文書を添えることとします。

その概要について報告し、適切な対応について指示を仰ぎます。

1

② 緊急時やむを得ない場合に身体拘束等を行う場合には記録をします。

③ 緊急時やむを得ない理由については、切迫性、非代替性、一時性の3つの要件をみたすことに

⑦ 権利擁護、虐待の発生又はその再発等を防止のための指針の整備、研修等を定期的(１年に1回

双方方が誠意を持って協議のうえ定めます。

2 身体拘束等の適正化について

① 事業者は利用者又は他利用者等の生命又は身体を保護するために緊急時やむを得ない場合を除き

、身体拘束は行いません。

1 権利擁護・虐待の発生またはその再発等を防止する取り組み

① 事業者は、利用者等の権利擁護・虐待の発生またはその再発等を防止するために、次に掲げると

おり必要な措置を講じます。

権利擁護・虐待防止委員会を設置し、定期的(3ヶ月に1回以上)に会議を開催しその結果(権利

擁護・虐待の発生またはその再発等を防止)について、従業者に十分周知します。

③ 権利擁護・虐待発生またはその再発等を防止に関する責任者を選定します。

②

5 事業者は、苦情の処理に際しては、必要に応じて市町村または国民健康保険団体連合会へ

② 苦情に係る問題点を把握し、対応策を検討し、必要な改善を行います。

③ 利用者に対し、調査結果や講じた措置の内容を、納得が得られるよう説明します。

第１５条（本契約に定めない事項）

第１７条（その他の項目）

2 この契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところを尊重し、

第１６条（裁判管轄）

1 この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び事業者は、利用者の住所地を管

轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。

研修を実施します。
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事業者利用者に対して、安定した居宅介護支援サービスを提供するため利用者の居宅、事業所内

◇セクシュアルハラスメント…利益・不利益を条件にした性的接触または要求をすること・性的

言動により、サービス提供者に不快な念を抱かせる環境を醸成すること等

事業者は、ハラスメント委員会を設置し、定期的(3ヶ月に１回以上)に会議を開催し、その結果

（ハラスメントの発生またはその再発等を防止）について従業者に十分周知します。

◇パワーハラスメント…身体的暴力を行うこと・違法行為を強要すること・人格を著しく傷つけ

⑤ 身体拘束等の適正化に関する担当者は次の者を置きます。

的(１年に1回以上)に実施します。

（責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

3 認知症の対応力向上に係る取り組み

① 事業者は介護サービス事業者の認知症対応力の向上と利用者の介護サービスの選択に資する観点

②

る発言を繰り返し行うこと等

③ 事業者は、契約時等に利用者に対してハラスメントについて説明をします。

④ 訪問先・利用者宅・施設内でのハラスメントとは下記の通りとなります。

におけるハラスメント防止のための指針を定めます。

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

5 ハラスメント防止のための取り組み

①

4 事故発生時の対応・事故処理・事故防止等の取り組み

（責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

① 事業者は、利用者に対するサービス提供中に事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、

居宅介護支援事業者、市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

② 事業者は、事故が発生した場合は、その原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じます。

③ 事業者は、利用者に対するサービス提供により発生した事故等により利用者の生命、身体、財産

等に損害が生じた場合は、速やかにその損害を賠償します。ただし事業者の故意または過失によ

⑧ リスクマネジメント（事故・緊急時）に関する担当者は次の者を置きます。

④ 事業者は、１項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録します。

⑤ 事業者は、リスクマネジメント（事故・緊急時）委員会を設置し、定期的(3ヶ月に１回以上)

に会議を開催し、その結果(事故防止等)について、従業者に十分周知します。

⑥ 事故防止のため、委員会等において転倒、転落、誤飲、誤嚥、無断離設、サービス提供中の事故

原因を解明し対策を講じます。

従業者に対してリスクマネジメントに関する基礎的内容等の適切な知識を啓発・普及するための

研修を定期的(１年に１回以上)に実施します。新規採用時には別途研修を実施します。

③ 認知症に係る外部研修等への参加を積極的に行います。

により下記の通り取り組みを行います。

② 従業者に対して、認知症に関する基礎的内容等の適切な知識を啓発・普及するための研修を定期

らない場合は、この限りではありません。

④ 介護サービス情報公開制度において、研修の受講状況(受講人数)等認知症に係る事業者の取組

状況について公表します。

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

等について具体的な事故防止の対策を従業員に周知徹底するとともに、事故が生じた際にはその

⑦
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※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

7 衛生管理等の徹底と感染症の発生及びまん延等の防止のための取り組み

① 事業者は衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延等の防止に、必要な措置を講じます。

従業者に対してハラスメントに関する基礎的内容等の適切な知識を啓発・普及するための研修を

定期的(１年に１回以上)に実施します。新規採用時には別途研修を実施します。

⑥ 当事業所のハラスメント防止マニュアルについては、「介護現場におけるハラスメント対策マニ

ュアル」「（管理職・職員向け）研修のための手引き」に基づいて対応します。

⑦

災害対策に関する取り組み等)について、従業者に十分周知します。

（シミュレーション）を定期的(１年に１回以上)に実施します。

に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講じます。

ハラスメントに関する相談窓口担当者は次の者を置きます。

（相談窓口責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

③ 従業者に対して、衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延等の防止における基礎的内容等の

6 災害時・非常災害対策に関する取り組み

① 事業者は災害への対応力強化を図る観点から、災害に当たっての地域と連携した取り組みを強化

し、必要な措置を講じます。

② 防災・感染対策・BCP委員会を設置し、定期的(3ヶ月に1回以上)に会議を開催しその結果(非常

③ 従業者に対して、災害時・非常災害対策に関する取り組みにおける基礎的内容等の適切な知識を

④ 災害への対応においては、災害時、非常災害に関する具体的計画を立て、関係機関との通報及び

連携体制を整備し、それらを定期的(1年に1回以上)に従業者に周知します。

⑤ 災害時・非常災害への対応においては、地域との連携が不可欠である。避難、救出その他必要な

訓練（シミュレーション）を行う際は、地域住民の参加が得られるように連携に努めます。

⑥ 感染症対策に関する責任者は次の者を置きます。

（統括責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

8 業務継続計画の策定等

適切な知識を普及・啓発するための研修を定期的(１年に1回以上)に実施します。新規採用時

④ 当事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアを実施します。

⑤ 衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延の防止のための指針の整備、研修及び訓練

⑥ 災害時・非常災害対策に関する責任者は次の者を置きます。

（統括責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

② 防災・感染対策・BCP委員会を設置し、定期的(3ヶ月に１回以上)に会議を開催しその結果(業務

継続計画の策定等)について従業者に十分周知し、新規採用時には別途研修を実施します。

⑤

普及･啓発するための研修及び防災災害、避難等の訓練を定期的(１年に1回以上)に実施します。

には別途研修を実施します。

① 事業者は感染症や災害・非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的

② 防災・感染対策・BCP委員会を設置し、定期的(3ヶ月に１回以上)に会議を開催しその結果(衛生

管理の徹底と感染症の発生及びまん延等の防止)について、従業者に十分周知します。
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事業者の第三者評価の実施状況については、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名

称、評価結果の開示状況を記載します。※重要事項説明書別紙参照。

もに組織的に浸透させていくために、研修及び訓練（シミュレーション）

⑤ 従業者に対して、感染症及び災害に係る事業継続計画の、具体的内容を職員間で共有するとと

を定期的(１年に１回以上)に実施します。

⑥ 業務継続計画に関する責任者は次の者を置きます。

（統括責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

9 サービスの第三者評価の実施状況について

指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

③

に関する計画の整備を行います。

感染症に係る業務継続計画おいて、平時からの備え、初動対応、感染拡大防止体制の確立を図

れるよう指針の整備を行います。

④ 災害に係る業務継続計画において、平常時の対応、緊急時の対応、他施設及び地域との連携等

※
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３．料金(利用料金)

◇

◇

④

⑤

【１単位】9時00分～17時00分(7-8時間基本)　※特別な事情の場合延長短縮あり。

③ 利用場所・・・練馬区高松2-15-22

(氏名)　佐藤　あゆみ　

(連絡先)　03-5848-8315　

【令和８年(２０２６年)６月１日現在】

① 利用日・・・月曜日から土曜日(年末年始を除く)

② 利用時間(サービス提供時間)・・・9時00分～17時00分(7-8時間基本)

２．通所介護内容

送迎車両4台

5時間以上4時間以上
8時間未満
7時間以上

7時間未満
6時間以上

サービス内容・・・通所介護計画に沿い、送迎、健康チェック、生活相談、食事提供、

レクリエーション、趣味活動、入浴介助、機能訓練、その他必要な介護等を行います。

利用可能設備等・・・食堂兼機能訓練室・相談室・静養室・浴室(一般浴槽２箇所)・

※ 以下の選択的サービス等・その他の加算等を実施しています。(該当の加算は☑)

☑ 通所介護個別機能訓練加算（Ⅰ）イ・・・５６単位/１日加算

☑ 通所介護個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ・・・７６単位/１日加算

※ 地域加算(地域区分適用地域)・・・特別区(１級地)１０．９０

利用者負担額
(基本利用等)

※ 介護保険負担割合証の通り

■ 選択的サービス等・その他の加算等(介護報酬単位数)

利用料
介護報酬単位
(１日につき)

① 通常規模型通所介護(デイサービス)利用料について

■ 共通的サービス(介護報酬単位数)

項目
6時間未満5時間未満

□ 通所介護個別機能訓練加算（Ⅱ）・・・２０単位/１月加算

※多職種共同で個別機能訓練計画書を作成し、計画的に機能訓練を実施する場合に算定します。

☑ 通所介護入浴介助加算（Ⅰ）・・・４０単位/１日加算

□ 通所介護入浴介助加算（Ⅱ）・・・５５単位/１日加算

※入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合に算定します。

１．担当者(通所介護管理者)

423単位

370単位

617単位

560単位

502単位

444単位

388単位 658単位584単位

1148単位1008単位984単位588単位

533単位

479単位

デイサービス　スマイル大学　通所介護　契約書別紙

570単位

777単位689単位673単位

900単位796単位777単位

1023単位901単位880単位

法定代理受領の場合は介護報酬の１～３割（但し利用者負担の減免、公費負
担がある場合などは、その負担率による)

介護度

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

3時間以上
4時間未満
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☑ 通所介護口腔機能向上加算（Ⅰ）・・・１５０単位/１回加算(月２回を限度)

□ 通所介護口腔機能向上加算（Ⅱ）・・・１６０単位/１回加算(月２回を限度)

※口腔機能の低下又はそのおそれのある利用者に対して、多職種共同で口腔機能改善管理指導

計画書を作成の上、個別的に口腔清掃又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施等

の口腔機能向上サービスを実施した場合に算定します。

☑ 科学的介護推進体制加算・・・４０単位/１月加算

※利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況等の基本的な情報を厚生労働省

に提出し、その情報を通所介護の適切かつ有効な提供に活用している場合に、算定します。

④おむつ代
紙パンツ１００円(１
組)
パット５０円(１組)

⑤マスク ２０円(1枚)

☑ 通所介護送迎減算・・・－４７単位/片道につき減算(送迎を行わない時のみ適用)

□ 通所介護サービス提供体制強化加算（Ⅰ）・・・２２単位/１日加算

□ 通所介護サービス提供体制強化加算（Ⅱ）・・・１８単位/１日加算

☑ 通所介護サービス提供体制強化加算（Ⅲ）・・・６単位/１日加算

※厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして届け出た指定通所介護事業所が、利用

者に対して通所介護を行った場合に算定します。

備考

通常の地域以外の送迎は、１㎞あたり１００円実費負
担

☑ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱロ）・・・所定単位数の１１８/１０００を加算

①送迎代 無料

※ 地域加算(地域区分適用地域)・・・特別区(１級地)１０．９０

利用者負担額
(加算等)

※ 介護保険負担割合証の通り

② その他料金について

項目 料金

⑥医療処置材料費

５０円(少量使用)
１００円(中量使

用)
１５０円(多量使

用)

②昼食代金 １，１００円(1日)

③諸雑費・その他 -

７００円

⑧キャンセル料 無料

ご利用日の前営業日11：30までにご連絡いただかな
かった場合（前日が定休日の場合は定休日前の11：30
までに連絡いただかなかった場合）

ご利用日の前営業日11：30までにご連絡いただいた場
合
（前日が定休日の場合は定休日前の11：30までに連絡
いただいた場合）

⑦キャンセル料

趣味活動等にかかる費用、その他かかる費用に関して
は事前に本人、またはその家族へ同意、了承を得ま
す。

必要時、予備の持参がない場合に発生します。

必要時、予備の持参がない場合に発生します。

50円(少量使用)：絆創膏小、包帯、軟膏、ガーゼ等1か
所分程度使用
100円(中量使用)：絆創膏小又は中、包帯、軟膏、ガー
ゼ等2か所程度使用
150円(多量使用) ：絆創膏小から大、包帯、軟膏、
ガーゼ等3か所以上使用
※ご持参いただければ料金は発生いたしません

法定代理受領の場合は介護報酬の１～３割（但し利用者負担の減免、公費負担が
ある場合などは、その負担率による)
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ご利用中に体調が悪くなった場合、サービスを中止することがあります。その場合、家族に

連絡の上、適切に対応します。また、必要に応じて速やかに主治の医師または歯科医師に連絡

③ 利用料金の支払方法について

毎月１５日に前月分の請求を発行いたしますので、２７日（金融機関休業日の場合は翌営業

日）に口座振替でお支払いください。手数料は事業者の負担となります。お支払いいただきま

すと、翌々月の請求書に同封し領収証を発行いたします。

４．健康上の理由による中止

◇ その他 当社以外に、区市町村の相談・苦情窓口などに苦情を伝えることができます。

・練馬高齢者相談センター(地域包括支援センター)　　　　03－5984－2774

・光が丘高齢者相談センター(地域包括支援センター)　　　03－5997－7716

・練馬区介護保険課　　　　　　　　　　　　　　　　　　03－3993－1111

・練馬区保健福祉サービス苦情調整委員事務局　　　　　　03－5984－1472

・東京都介護保険審査会事務局　　　　　　　　　　　　　03－5320－4293

・あなたの住まいの地域包括支援センターは下記の通りです。

【　　　　　　　　　包括支援センター　TEL　　　　　　　　　　　　　】

・東京都国民健康保険団体連合会(介護サービスに関する苦情)03－6238－0177

・東京都介護保険制度相談窓口　　　　　　　　　　　　　03－5320－4597

(通所介護に関する相談､要望､苦情等は下記窓口までお申し出下さい)

◇ お客様相談・要望・苦情担当窓口

担当　佐藤　あゆみ(管理者)電話03-5848-8315(電話受付時間8：30～17：30)

①

６．相談、要望、苦情等の窓口

を取る等必要な措置を講じます。

① 風邪、病気、感染症の際はサービスの提供をお断りすることがあります。

② 当日の健康チェックの結果、体調が悪い場合、サービス内容を変更または中止することがあり

ます。その場合、家族に連絡の上、対応します。

③
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西大泉、西大泉町、南大泉5･6丁
目

関町北1～3丁目、関町南2～4丁
目、立野町

下石神井3-6-13

関町南4-9-28 3928-5222

5923-1250

5372-6300

3577-8815

5848-6177

貫井、向山

中村、中村南、中村北

上石神井1-6-16 3928-8621

田柄1～4丁目、光が丘1丁目

南田中4・5丁目、下石神井

石神井町1・3～8丁目、石神井台
1・3丁目

石神井台2・5～8丁目、関町東2
丁目、関町北4･5丁目

土支田1-31-5 6904-0192

谷原、高野台3～5丁目、三原
台、石神井町2丁目

	富士見台、高野台1・2丁目、南
田中1～3丁目

高松2-9-3 3926-7871

やすらぎシティ 東大泉7-27-49 5935-8321 東大泉7丁目、南大泉1～４丁目

5991-9919

やすらぎミラージュ 大泉町4-24-7 5905-1190 大泉町1～4丁目

大泉北 大泉学園町4-21-1 3924-2006 大泉学園町4～9丁目

南大泉 南大泉5-26-19 3923-5556

大泉 東大泉1-29-1 5387-2751
東大泉1～2丁目、東大泉３丁目1
～51番、３丁目56～57番、東大
泉4～６丁目

上石神井、関町東１丁目、関町
南１丁目、上石神井南町、石神
井台４丁目

大泉学園町1～3丁目、大泉町5～
6丁目、東大泉３丁目52～55・58
～66番、

関町

上石神井

大泉学園通り 東大泉3-53-1 5933-0156

高野台1-7-29

石神井町3-30-26

田柄4-12-10 3825-2590

練馬区役所

北町

北町はるのひ

田柄

光が丘南 光が丘3-3-1 6904-0312

練馬ゆめの木 大泉町2-17-1 3923-0269

高野台

石神井

第二光陽苑

3996-0330フローラ石神井公園

光が丘2-9-6 5968-4035光が丘

第３育秀苑

光が丘2・4～6丁目、旭町、高松
5丁目13～24番

土支田、高松６丁目

高松4・5丁目1～12番、田柄5丁
目、光が丘３・7丁目

関町北5-7-22

中村2-25-3

練馬2-24-3 5984-1706練馬 練馬

5912-0523

桜台2-2-4 5946-2311

豊玉南3-9-13 3993-1450

名称

第２育秀苑

桜台

豊玉

担当地域

旭丘、小竹町、羽沢、栄町

桜台

豊玉中、豊玉南

練馬高松園 春日町、高松1～3丁目

豊玉北6-12-1 5946-2544

北町2-26-1 3937-5577

豊玉上、豊玉北

中村橋

中村橋かしわ

～各地域包括支援センター～

錦、北町1～5・8丁目、平和台

氷川台、早宮、北町6・7丁目北町6-35-7 5399-5347

所在地 電話番号

羽沢2-8-16

貫井1-36-18
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【住所】

【氏名】

ご利用者

【住所】

【氏名】

【住所】

代理人(ご利用者との関係　　　　　　　　　　　　)

【氏名】

ご利用者のご家族(ご利用者との関係　　　　　　　)

【事業者名】 株式会社 スマイルケアねりま

【住所】

【代表者名】 代表取締役　　北楯　利宗

■通所介護契約書・契約書別紙

私(利用者)は、この記載内容についての説明を受け、了承し同意しました。

了承し同意しました。

【説明者】

氏名

【名称】 デイサービス　スマイル大学

【所在地】

【事業所番号】 1372012623

【管理者】 佐藤　あゆみ

サービス提供事業所

上記契約等を証するため、本書２通を作成し、利用者、事業者が署名又は記名の上、１通ずつ

保有するものとします。

練馬区高松2-15-22

この書面に沿って｢通所介護契約書｣｢通所介護契約書別紙｣の内容を下記の説明者から受け、

所属　デイサービス　スマイル大学（通所介護事業所）

契約締結日　　令和　　年　　月　　日

私は、この記載内容についての説明を受け、了承し同意しました。

練馬区高松1-13-9
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